
 -1- 

地域における外国人との秩序ある共生社会の実現のための研究会（第１回） 

議事概要 

 

（１）事務局より開会挨拶 

（２）各委員より自己紹介 

（３）座長の選出 

○ 座長には山脇委員が選任された。 

（４）事務局より資料について説明 

（５）意見交換 

地域における外国人との共生の現状や研究会の今後の進め方等について意見交換を

行った。要旨は以下のとおり。 

 

○ 地域における外国人との共生の現状について 

・ 在留外国人の数や構成には季節変動がある。状況をより適切に把握するためには、

複数月のデータを確認する必要がある。 

・ 10年前までは地方圏の外国人集住市町村では身分・地位に基づく在留資格（定住者、

永住者等）の割合が最大だったが、ここ10年で就労が認められる在留資格（技能実習、

特定技能、技術・人文知識・国際業務等）の割合が最大となる集住市町村が地方圏に現

れている。 

・ 在留外国人には、制度に対する理解が十分でないために、国民健康保険料の納付を

行わない者が存在している。背景には「医者に行かない国情」や「薬で治すから良い」

といった文化的な違いもある。 

・ ゴミ出しの他、騒音など外国人住民の日常生活の様子が分からないがゆえの不安に

基づく相談が日本人住民から寄せられている。犯罪行為であれば警察で取り締まるこ

とができるが、そうでない場合は地方公共団体で相談を受け止めることとなる。在留

外国人に対して、地域の生活ルールを伝えることが課題だと認識している。 

・ 在留外国人の増加により日本語教育のニーズは高まっているが、日本語教育のニー

ズの増加に対して、それを担う人材を供給できる体制が確保できないことが課題にな

っている。人手不足から日本語教育を休止せざるを得ない市町村もある。日本語教育

を担う人材を一つの地方公共団体だけで確保することは大変厳しい。 
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・ 地域における外国人との共生施策の取組状況にはばらつきが大きい。国の制度を上

手く活用して施策に繋げている団体がある一方で、全く活用が進んでいない団体もあ

る。 

 

○ 研究会の今後の進め方等について 

・ 地方公共団体の規模や活用できる資源によって、地域における外国人との共生施策

を取り巻く状況は異なる。地方公共団体が自ら置かれている状況に応じた共生施策の

実施を検討できるよう、できるだけ状況が異なる地方公共団体について取り上げては

どうか。 

・ 地方公共団体からのニーズ把握だけでは見えにくい課題がある。地方公共団体では

まだ把握していないニーズを拾えるよう、広く関係者からもニーズもすくい上げてい

くようにしてはどうか。 

・ 通訳支援や日本語教育の現場では、本来プロが担うべきと考えられる役割をボラン

ティアで賄っている部分が多い。人材育成も含めたマクロな制度設計が必要ではない

か。 

・ 不適正な民泊やオーバーツーリズムの問題も地域課題として存在している。総務省

プランの対象は在留外国人だが、日本の制度やルールの理解・遵守などの議論には、在

留外国人への対応を検討することで、観光客として日本を訪れる外国人への対応にも

生かせる部分はあるのではないか。 

・ 例えば一元的相談窓口は地方公共団体ごとに設置されているが、財政や人材確保の

観点から、ある程度統合しても良いのではないかと考えている。一元的相談窓口の共

同設置等、広域的な取組に関する地方の動向や国の方針についても議論してはどうか。 

・ 「外国人の受入れ・秩序ある共生のための総合的対応策」に記載された、「日本語や

制度・ルール等を学習するプログラム（以下「プログラム」という。）」の動向によっ

て、地域の日本語教育や生活オリエンテーションの在り方が変化する可能性がある。

研究会では、政府におけるプログラムの検討状況を踏まえて議論してはどうか。 

・ プログラム以外でも国の施策を踏まえて地方公共団体における取組を議論すること

が有効である。地方公共団体が国に先行して取組を進めるべきか、国の施策の中で進

めていくべきかを検討中の地方公共団体もあるので、第２回以降、関係省庁からの施

策説明を踏まえて検討を進めていくこととしてはどうか。 

・ 関係省庁からの施策説明や地方公共団体における取組の内容を検討しつつ、年度内

に一定の方向性を取りまとめていくこととしていきたい。 

（以上） 


